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休棟病床の運用見込みに関する計画 
 

・医療法病床数 ４２０床（一般 ４１６床、感染 ４床） 

・稼働病床数  ３２０床（一般 ３１６床、感染 ４床） 

・休棟病床数  一般 １００床（西２病棟 ５０床、東３病棟 ５０床） 

 

１．病棟を稼働していない理由 

・平成９年７月１日、旧国立東信病院と旧国立長野病院が統合し新国立長野病院の運用が４２０床で

開始された。その後、医師数の減に伴う患者数の減少により、平成１７年５月に西２病棟が休棟とな

り、平成２１年３月に東３病棟が休棟となり、その後、医師数は徐々に増加、新入院患者も増加した

が、平均在院日数の減少により、休棟のままとなっている。 

 

２．今後の運用見込みに関する計画 

・平成３０年度に、医師数が７名増加となり診療機能が充実し、新入院患者特に、救急患者、手術患

者の増加に伴い、病床稼働率の大幅な増加となっている。このため、満床に近く、受け入れ制限を

せざるを得ない事態が生ずるようになった。（別紙グラフ：入院2019/1/6（日）266名、1/7（月）45名入

院し302名、1/8（火）退院促進を強力に行ったが32名入院し311名：予定入院の延期も行っている）

この原因としては、がん患者の長期入院、急性期を脱した患者の受け入れ先不足、術後のリハ中心

の入院などがある。このため、休棟病床を下記のように運営することを検討している。 

①緩和ケア病棟の開設（３０床程度） 

・東信地区には緩和ケア病棟が存在しないため、地域医療貢献の一助となる。 

・当院に入院しているがん患者で、看取りを想定している患者数は１日平均１２名おり、疼痛緩和目

的で入院している患者は１日平均５名いる。上記の患者を緩和ケア病棟へ入院させることにより、１



７床を急性期病床に活用できる。また、上小地域の緩和ケアに対するニーズは高いため、紹介入院

も想定している。 

②地域包括ケア病棟の検討（５０床程度） 

・当院の役割である地域の救急医療を継続するためには、急性期から回復期への後方病床の受入

が最大の課題である。現在、急性期を脱したが受け入れまでの待機入院患者、リハ中心の患者等

は平均３０～４０名いる。二次医療圏内の医療機関において、円滑な受入体制が継続しないようであ

れば、地域包括ケア病棟の開設を検討する必要がある。 

 

上記以外 

新型インフルエンザ病床の確保（１０床） 

・平成２２年度長野県地域医療再生事業（第二種感染症指定医療機関整備事業）において、当院休

棟病床にて新型インフルエンザ対策として緊急使用可能な体制整備（１０床）を実施済みであり今後

も当該機能を維持していく必要がある。 

 

・急性期病床から高度急性期病床への転換 

HCUの拡充予定 

ICU４床→６床検討 


